
農地法制の見直しの方向性について 

令和５年１２月１４日 

農林水産省経営局・農村振興局 

食料安全保障の根幹は人と農地の確保である。しかしながら、現行基本法の

制定以来、農地面積、基幹的農業従事者数はいずれも減少が続いており、農業

の持続的な発展には大きな課題が横たわっている。一方、これまでの政策の下

で、農地全体の減少に対し、農用地区域内農地はほぼ横ばいの微減に留まると

ともに、担い手については、法人等、団体の経営体やその就業者は増加してお

り、農業関係者の努力と施策の結実も見られるところである。こうした状況に

あって、これまでの措置を深化するとともに、時代の変化に対応した新規の政

策を具体化していくことが、現行基本法制定から 20 年が経過した今まさに求

められている。 

このような時代の要請に向き合い、令和６年の通常国会への改正法提出も

視野に、以下のように講ずるべき法制上の措置の検討を進めることとする。 

１．農地の総量確保に向けた措置 

  農業振興地域の整備に関する法律（昭和 44 年法律第 58 号）の改正等に

より、次のような措置をとることとする。 

① 目的規定に食料の安定供給の確保と農用地等の確保を明記するとともに、

国と地方公共団体の責務を規定する。

② 農用地区域からの集団的農用地の除外について、都道府県の同意基準と

して都道府県の面積目標の達成に支障を及ぼすおそれがある場合には同意

できないことを明記するなど、除外に係る要件を厳格化する。その際、国の

基本指針に食料の安定供給の確保等を踏まえた農用地等の確保に関する基

本的考え方に係る記載を追加し、当該基本指針の国の面積目標に基づいて

都道府県の面積目標を設定することとする。

③ 国及び都道府県の面積目標の達成に向け、都道府県が一定の規模以上の

除外の協議の資料の写しを国に提出する規定及び必要に応じて国が説明を

求める規定を追加する。

④ 現在のすう勢が続けば面積目標の達成状況が不十分になり得る場合に、
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国が都道府県に対して勧告する仕組みを追加するとともに、是正の要求も

柔軟に行える措置を追加する。 

⑤ 面積目標の達成等に向けて、国と地方で協議を行う場を設置する。 

⑥ 地域計画内の農地の農用地区域への編入を促進するため、地域計画内の

農地を農用地区域に定めるべき土地として明記する。 
 

２．農地の適正利用に向けた措置  
 

農地法（昭和 27 年法律第 229 号）の改正等により、次のような措置をとる

こととする。 

①  違反転用に係る原状回復等の措置命令を履行しない者について、その旨

を公表する仕組みを設ける。 

②  営農型太陽光発電について、許可基準・提出資料の規定を法令へ明記す

るとともに、農地法において、農地転用の許可に際し、定期報告を行う等

の条件を付けることを義務化し、違反した場合は許可取消しにつながる仕

組みを構築する。また、制度の目的・趣旨をガイドラインで明確化し、既

設の不適切な営農型太陽光発電については、一時転用許可の再許可時に許

可しない。 

③  農地の権利取得の要件として農地法等の農業関係法令の遵守状況を追

加し、併せて、過去、農地の権利取得後に耕作の事業に供することなく、

他者に譲渡したり、転用したりする行為等を行った者について農地の権利

取得が認められないことを処理基準で明確化する。また、市町村を跨いだ

違反情報等の共有の円滑化に係る手法については、関係行政機関の実務の

状況等を踏まえ検討を進める。 

④  地域計画の区域内における遊休農地に関する裁定申請を義務化し、かつ

申請期限を短縮する。 

⑤  地域ごとの運用の不均衡の是正・防止を図るため、国において、転用基

準の解釈などについて運用通知で明確に示すとともに、地方公共団体の担

当者を対象とした実務研修の開催や、農地転用許可事務の実態調査などを

継続的に実施する。 
 

３．人と農地の受け皿となる農地所有適格法人の経営基盤強化  
 

農外企業の農業参入については引き続きリースが基本である。一方で、農

地所有適格法人の一部に、取引企業との連携による経営発展を図るニーズが

あることも踏まえ、農業経営基盤強化促進法（昭和 55年法律第 65号）の改

正等により、次のような措置をとることとする。 

①  農外企業の関与の増加等への農村現場の懸念に対応した措置を講ずる

2



 
 

ことを前提として、農地所有適格法人が、食品事業者・地銀ファンドと

の連携による経営発展のための措置を実施するに当たり、食品事業者・

地銀ファンドの出資に係る議決権要件の特例について農林水産大臣の認

定を申請できることとし、認定を受けた場合に、農地法における同法人

の議決権要件の特例等の措置を講ずる。 

また、懸念に対応した措置として、以下の条件等を定めるものとす

る。 

ア 特例を申請できるのは農地所有適格法人かつ認定農業者としての地

域での実績を有する者であることを要件とする 

イ 特例の申請は地域計画に位置付けられている担い手であることを要

件とする 

ウ 特例を適用する法人の農地転用を制限する 

エ 特例に係る出資を活用する取組内容は地域農業に裨益すること等を

条件化する 

オ 特例による出資ができる者は、農業者と農業上の取引実績が十分に

ある食品事業者・地銀ファンドに限定する。なお、対象事業者の範囲

は政省令で詳細を定めることとし、その制定・改正にあたっては事前

に十分に調整を行うものとする 

カ 特例を適用しても農業者割合は特別決議の拒否権を持つ１／３超と

し、かつ農業者と食品事業者・地銀ファンドで過半数以上でなくては

ならないものとする。また、農地の権利移転・転用、取締役の選解任

等を特別決議の対象とすることを要件とする 

キ 経営の支配に関わる株式を発行する場合にあっては、そのうち農業

者が過半を持たねばならないものとする 

ク 特例の認定後も地域と連携し国が監視し、必要に応じ指導、農地買

収を行うものとする 

ケ 出資をする食品事業者の株主構成の変更を把握し、認定された内容

に影響する事業変更等がある場合は再審査を行うものとする 

このほか、懸念に対応していくため、出資者の株主構成の変動に備え

た議決権を回復する手法等の周知や外為法に基づく事前審査による外資

の出資把握、事後モニタリングを実施する。 

②  アグリビジネス投資育成株式会社については、出資割合の上限を見直

し、総議決権の 50％を超える場合にも出資を可能とする。 

 

（以上） 
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